
「公認会計士監査制度の充実・強化」

平成１４年１２月１７日

１．基本的な視点

国際的動向（米国政府の企業会計不正事件への対応等）も踏まえ、
資本市場に対する信認の大前提である公認会計士監査の「質」の充実
・向上を図り、投資家の保護、企業による財務認識の適正化等を確保
する。

２．金融審議会における審議

昨年１月の諮問（ 公認会計士制度の改善に関する事項について、「
審議を求める に基づき 公認会計士制度部会 部会長：片田哲也(株)」） 、 （
小松製作所取締役相談役）にＷＧを設け、昨年１０月から検討。

３．審議における主な議論と方向性

① 公認会計士の使命・監査の目的の明確化
・ 他の資格士の業法において規定されている「使命 「職責」等」

を法律上明確に位置づけること

② 監査人の「独立性」の強化
・ 被監査企業に対して監査人が監査業務と非監査業務を同時に提

供することを禁止すること
・ 監査法人において監査に従事する社員が同一の企業を一定期間

以上継続的に監査することを制限すること など

③ 組織的監査による有効かつ適切な監査
・ 監査法人制度の基本は維持しつつ、責任のあり方、情報開示な

ど、関連する規定や規制を見直すこと

④ 試験制度の見直し
・ 社会人を含めた多様な人材にとっても受験しやすい制度として

いくこと、一定の要件を満たす実務経験者などに対して試験科目
の一部を免除すること、専門的人材育成の教育課程との連携を図
ること



・ 平成３０年頃までに公認会計士の総数を５万人程度の規模と見
込み、年間２０００名から３０００名が新たな試験合格者となる
ことを目指し、行政が試験制度を運営すべきであること など

⑤ 監視・監督の充実・強化
・ 「自主規制」として公認会計士協会が現在行っている「品質管

理レビュー」を行政がモニターすること
・ 公認会計士監査制度における行政のあり方は、資本市場全体の

監視・監督のあり方との関係の中で、引き続き検討することが必
要不可欠であること など

（参考） 昨年度最終（第三次試験）合格者数 ７１０名
１０月末での公認会計士登録者数 １４３１８名


